
自主財源

依存財源

市が自主的に得られる財源 

国や県などの基準によって、交付や割り当てがされる財源 

市税

国庫支出金

市債

譲与税・交付金

県支出金

その他

550億3300万円

274億5918万円

118億7560万円

157億5590万円

95億4922万円

144億2710万円

令和7年度 前年度比

+27億3100万円

＋30億9206万円

+12億5980万円

△2億3030万円

＋8億5267万円

+36億2477万円

歳入
1341.0
億円

市税
41.0%

個人市民税
15.7% 法人市民税

2.2%

固定資産税
16.6%

市たばこ税
1.3%

軽自動車税
0.5%

事業所税
1.4%

都市計画税
3.3%

その他
10.8%

使用料、手数料など

国庫支出金
20.5%

市債
8.9%

譲与税・交付金
11.7%

県支出金
7.1%

　市税は、令和６年度の定額減税の影響がなくなること
や、賃上げによる給与所得の増加などによる、個人市民
税の増加を見込んでいます。
　国庫支出金は、クリーンセンターの再整備などにより
増加し、県支出金は、アジア競技大会に伴う総合体育館
の改修などにより増加しました。
　その他の収入では、大泉寺地区企業用地の売却による
収入を見込んでいます。

一般会計歳入

　
市
民
の
命
を
守
る
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一般会計

1341.0億円
(前年度比113.3億円増)

※ 金額などについては、表示単位
　 未満を端数調整しています。

令
和
７
年
度

当
初
予
算

ID：1035591

「その他」には、保育料や
土地売払収入、ふるさと
納税寄附金、財政調整基
金繰入金などが含まれて
いるよ。
金繰入金など
いるよ。

道風くん

依存
財源
48.2%

自主
財源
51.8%
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目的別

性質別

　特定の目的・人を対象に実施する事業について、目的
に沿った収支を明確にするため一般会計とは別に経理する
ものです。

特別会計

公共用地先行取得事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

民家防音事業

春日井インター北企業用地整備事業

潮見坂平和公園事業

8087万円

248億5516万円

67億2333万円

248億2804万円

2264万円

842万円

1億6099万円

令和7年度事業名 前年度比
△5万円

△8億5304万円

＋7119万円

+11億467万円

+31万円

△13億3603万円

△2226万円

　使用料などの収入で経費を賄う事業について、
一般的な企業に類する方法により経理するもの
です。

企業会計

市民病院事業

水道事業

公共下水道事業

242億6380万円

98億5125万円

162億5003万円

令和7年度事業名 前年度比

△7億3919万円

+5億9851万円

△8億2881万円

義務的経費
投資的経費

支出が義務付けられ、任意に削減できない経費 
公共施設の整備などに要する経費

扶助費

人件費

公債費

普通建設事業費

物件費

繰出金

補助費等

その他

379億245万円

213億1204万円

79億1413万円

202億8554万円

193億930万円

104億731万円

99億3054万円

70億3869万円

令和7年度 前年度比

＋14億3080万円

＋13億9888万円

+1億5347万円

＋43億2399万円

+1億6332万円

+1億355万円

+3億842万円

+34億4757万円

民生費

衛生費

総務費

土木費

教育費

公債費

その他

587億7139万円

199億1131万円

150億1910万円

143億3796万円

122億1335万円

79億9256万円

58億5433万円

令和7年度 前年度比

＋21億7891万円

＋36億1844万円

＋36億564万円

＋30億4907万円

△8億3489万円

+1億5079万円

△4億3796万円

民生費
43.8%

障がい者福祉、
児童福祉など

衛生費
14.8%
母子保健、

廃棄物処理など

総務費
11.2%

人事、企画など

土木費
10.7%

道路、区画整理など

教育費
9.1%

学校教育、生涯学習など

公債費6.0%
借入金の返済

その他4.4%

歳出
1341.0
億円

義務的経費
50.1％

投資的経費
15.1％

その他の経費
34.8％

扶助費28.3%
福祉、医療など

人件費15.9%
職員給与、
議員報酬など

公債費5.9%
借入金の返済

普通建設事業費15.1%
道路や学校などの整備・改修など

物件費14.4%
施設管理委託料、
光熱水費など

繰出金7.7%
他会計への支出

補助費等7.4%
補助金、負担金など

その他5.3%

歳出
1341.0
億円

　目的別の民生費、性質別の扶助費は、制度改正による
児童手当の増加、新園の開園などによる私立保育園等運
営費の増加などにより増加しました。
　目的別の衛生費、性質別の普通建設事業費は、クリー
ンセンターの再整備の本格化などにより増加しました。

一般会計歳出
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